
特定非営利活動法人新庄Gla地 Spor船 Club 定款

(瑠称)

第1条この法人は、特定非営利活動法人新庄G仏nzsp0此.C1此(シンジョウグランツスポーツ

クラブ)という。

(

(事務所)

第2条この法人は、主たる事務所を山形県新庄市十日町2600番地の 30に置く。

第2章目的及び事業

編的)

第3条この法人は、主に新庄最上地域の住民を対象とし、スポーツ(主にサッカー、フットサ

ル)の普及振興に関する事業を行い、国内外問わず地域とのスポーツ(主にサッカーやフットサ

ノレ)を通じ文化、スポーツの振興、スポーツを通した社会教育の推進を図り、生涯にわたりスポ

ーツを楽しめるように環境を整え、豊かなスポーツ文化を醸成し、とどもの健全育成及ぴ、まち

づくりの推進に寄与することを目的とする。

(
入

(特定非営利活動の種類)

第4条この法人は、第3条の目的を達成するため、炊に掲げる種類の特定非営利活動を行う。

①社会教育の推進を図る活動

②まちづくりの推進を図る活動

(3)学術、文化、芸術又はスポーツの振興.を図る活動

④子どもの健全育成を図る活動

(5)前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助の活動

(事業)
ノ

第5条この法人は、第3条の目的を達成するため、次の事業を行う。

①特定非営利活動に係る事業

①スポーツ(主にサッカー、フットサノレ)の普及振興事業

②スポーツ(主にサッカー、フットサル)の競技会の企画、運営に関する事業

③スポーツ(主にサッカー、フットサル)の指導者、審判、その他運営スタッフの育成、

派遣に関する事業
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④スポーツ(主にサッカー、フットサル)に関する情報提供事業

⑤スポーツ施設の管理、運営の受託に関する事業

②その他の事業

①との法人の目的を達成するために必要な事業

2 前項第2号に掲げる事業は、同項第1号に掲げる事業に支障がない限り行うものとし、利益を

生じた場合は、同項第1号に掲げる事業に充てるものとする。

(

第3章会員

(種別)

第6条この法人の会員は、次の2種とし、正会員をもって特定非営利活動促進法(以下畔劫

という。)上の社員とする。

Q)正会員この法人の目的に贊伺して入会した個人及ぴ団体

(2)賛助会員との法人の事業を賛助するために入会した個人及び団体

(入会)

第7条会員の入会については、'特に条件を定めない。

2 会員として入会しようとするものは、代表理事が別に定める入会申込書により、代表理事に

申し込むものとし、代表理事は、正当な理由がない限り、入会を認めなけれぱならない。

3 代表理事は、前項のものの入会を認めないときは、速やかに、理由を付した書面をもって本

人にその旨を通知しなければならない。

(
(入会金及び会費)

第8条会員は、総会において別に定める入会金及び会費を納入しなければならない。

(会員の資格の喪失)

第9条会員が次の各号のーに該当するに至ったときは、その資格を喪失する。

(D 退会届の提出をしたとき。

(2)本人が死亡し、又は会員である団体が消滅したとき。

(3)継続して1年以上会費を滞納したとき。

(4)除名されたとき。

(退会)

第 10条

きる。

会員は、代表理事が別に定める退会届を代表理事に提出して、任意に退会することがで

f



(除名)

第Ⅱ条会員が次の各号のーに該当するに至ったときは、総会の議決により、これを除名するこ

とができる。この場合、その会員.に対し、議決の前に弁明の機会を与えなけれぱならない。

a)この定款等に違反したとき。

(2)この法人の名誉を傷つけ、又は目的に反する行為をしたとき。

(拠出金品の不返還)

第12条既納の入会金、会費及びその他の拠出金品は、返還しない。

( (種別及び定数)

第13条この法人に炊の役員を置く。

①理事 3人以上10人以内

(2)監事 1人以上2人以内

2 理事のうち、 1人を代表理事、 1人を副代表理事とする。

第4章役員及び職員

(選任等)

第14条理事及び監事ば、総会において選任する。

2 代表理事及び副代表理事は、理事の互選とする。

3 役員のうちには、それぞれの役員について、その配偶者若しくは3親等以内の親族が1人を超

えて含まれ、又は当該役員並びにその配偶者及び3親等以内の親族が役員の総数の3分の1を

超えて含まれるととになってはならない。

4 監事は、理事又はこの法人の職員を兼ねることができない。
(

価編卿

第15条代表理事は、この法人を代表し、その業務を総理する。ただし、この法人と理事長の問

で利益が相反する業務または双方代理となる業務を行うときは、理事会において選任した他の

理事等が法人を代表する者としてその業務を執行する。

2 代表理事以外の理事は、法人の業務について、この法人を代表しない。

3 副代表理事は、代表理事を補佐し、代表理事に事故あるとき又は代表理事が欠けたときは、代

表理事があらかじめ指洛した順序によって、その職務を.代行する。

4 理事は、理事会を構成し、この定款の定め及び理事会の議決に基づき、この法人の業務を執行

する。

5 監事は、次に掲げる職務を行う。

a)理事の業務執行の状況を監査すること。



(2)この法人の財産の状況を監査すること。

(3)前2号の規定による監査の結果、この法人の業務又は財産に関し不正の行為又は法令若し

くは定款に違反する重大な事実があることを発見した場合には、これを総会又は所轄庁に扱

告するとと。

(4)前号の報告をするため必要がある場合には、総会を招集するとと。

(5)理事の業務執行の状況又はこの法人の財産の状況について、理事に意見を述べ、若しくは

理事会の招集を請求すること。

(任期等)

第16条役員の任期は、2年とする。ただし、再任を妨げない。

2 前項の規定にかかわらず、後任の役員が選任されていない場合には、任期の末日後最初の総会

が終結するまでその任期を伸長する。

3 補欠のため、又は増員によって就任した役員の任期は、それぞれの前任者又は現任者の任期の

残任期間とする。

4 役員は、辞任又は任期満了後においても、後任者が就任するまでは、その職務を行わなければ

ならない。

(

(欠員補充)

第17条理事又は監事のうち、その定数の3分の1を超える者が欠けたときは、遅滞なくこれを

補充しなければならない。

(解イ動

第18条役員が炊の各号のーに該当するに至ったときは、総会の議決により、これを解任するこ

とができる。この場合、その役員に対し、議決する前に弁明の機会を与えなけれぱならない。

(D 職務の遂行に堪えない状況にあると認められるとき。

(2)職務上の義務違反その他役員としてふさわしくない行為があったとき。

(

(報酬等)

第19条役員は、その総数の3分の1以下の範囲内で報酬を受けることができる。

2 役員には、その職務を執行するために要した費用を弁償することができる。

3 前2項に関し必要な事項は、総会の議決を経て、代表理事が別に定める。

(職員)

第20条この法人に、事務局長その他の職員を置く。

2 職員は、代表理事が任免する。



(種別)

こめ法人の総会は、通常総会及び臨時総会の2種とする0第21条

(キ訂戈)

第22条総会は、正会員をもって構成する0
(権能)

第23条総会は、以下の事項にっいて議決する0
①定款の変更

②解散

③合併

④事業計画及ぴ活動予算並ぴにその変更
⑤事業報告及び活動決算

⑥役員の選任又は解任、職務及び報酬
⑦入会金及び会費の額

(8)借入金(その事業年度内の収益をもって償還する短期借入金を除く0 第
じ。)その他新たな義務の負担及び権利の放棄

⑨事務局の組織及び運営

(1のその他運営に関する重要事項

第5章総会

50 条において同

(

(

(開催)

第24条通常総会は、毎事業年度1回開催する0
2 臨時総会は、炊の各号のーに該当する場合に開催する0
理事会が必要と認め招集の請求をしたとき。(D

正会員総数の5分の1以上から会議の目的である事項を如載した伽面又は~ー(2)

もって招集の請求があったとき。

(3)第15条第5項第4号の規定により、監事から招集があったとき0

(招集)
代表理事が招集する。第25条総会は、第24条第2項第3号の場合を除き、

2 代表理事は、第24条第2項第1・号及び第2号の規疋による請求があったと 1、
30日以内に臨時総会を招集しなけれぱならない0

総△を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した書面又1」一3

をもって、少なくとも会日の5日前までに通知しなければならよし0



(議長)

第26条

(定足数)

第27条総会は、正会員総数の2分の1以上の出席がなければ開会することができない。

総会の議長は、その総会において、出席した正会員の中から選出する。

(議決)

第28条総会における議決事項は、第25 条第3項の規定によってあらかじめ通知した事項とす

る。

2 総会の議事は、この定款に規定するもののほか、出席した正会員の過半数をもって決し、可否

同数のときは、議長の決するととろによる。

3 理事又は社員が総会の月的である事項について提案した場合において、社員の全員が書面に

より同意の意思表示をしたときは>当該提案を可決する旨の社員総会の決議があったものとみ

なす。

(

(表決権等)

第29条各正会員の表決権は、平等なるものとする。

2 やむを得ない理由のため総会に出席できない正会員は、あらかじめ通知された事項にっいて

書面又は電磁的方法をもって表決し、又は他の正会員を代理人として表決を委任することがで

きる。

3 前項の規定により表決した正会員は、第27条、第28条第2項、第30条第1項第2号及び第

駐条の適用については、総会に出席したものとみなす。

4 総会の議決について、特別の利害関係を有する正会員は、その議事の議決に加わることができ

なV、。

り

(
(議事録)

第30条総会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなけれぱならない。

a)日時及び場所

②正会員総数及び出席者数(書面または電磁的方法による表決者もしくは表決委任者がある

場合にあっては、その数を付記すること。)

③審議事項

(4)議事の経過の概要及び議決の結果

⑤議事録署名人の選任に関する事項

2 議事録には、議長及びその会議において選任された議事録署名人2人以上が署名しなければ

ならない。

3 前2項の規定に関わらず、正会員全員が書面又は電磁的方法により同意の意思表示をしたこ



とにより、総会の決議があったとみなされた場合においては、次の事項を記載・した議事録を作成

しなけれぱならない。

(D 総会の決議があったものとみなされた事項の内容

(2)前号の事項の提案をした者の氏名又は右称

(3)総会の決議があったものとみなされた日

(4)議事録の作成に係る職務を行った者の氏名

(

(構成)

第飢条

第6章理事会

(権能)

第32条理事会は、この定款で定めるもののほか、炊の事項を議決する。

(1)総会に付議すべき事項

(2)総会の議決した事項の執行に関する事項

(3)その他総会の議決を要しない会務の執行に関する事項

理事会は、理事をもうて構成する。

(開催)

第33条理事会は、炊の各号のーに該当する場合に開催する。

(D 代表理事が必要と認めたとき。

②理事総数の3分の1以上から会議の目的である事項を記載した書面をもって招集の請求が

あったとき。

(3)第15条第5項第5号の規定により、監事から招集の請求があったとき。
(

(招集)

第34条理事会は、代表理事が招集する。

2 代表理事は、第 33 条第2号及び第3号の規定による請求があったときは、その日から 30日

以内に理事会を招集しなけれぱならない。

3 理事会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及ぴ審議事項を記載した書面をもって、少

なくとも会日の5日前までに通知しなければならない。

(議長)

第35条 理事会の議長は、代表理事がこれに当たる。



(議決)

第 36 条理事会における議決事項は、第34条第3項の規定によってあらかじめ通知した事項と

する。

2 理事会の議事は、理事総数の過半数をもって決し、可否伺数のときは、議長の決するところに

よる。

(表決権等)

第37条各理事の表決権は、平等なるものとする。

2 やむを得ない理由のため理事会に出席できない理事は、あらかじめ通知された事項について

書面をもって表決することができる。

3 前項の規定により表決した理事は、第36 条第2項及び第 38 条第1項第2号の適用について

は、理事会に出席したものとみなす。

4 理事会の議決について、特別の利害関係を有する理事は、その議事の議決に加わることができ

なし、

(

(議事録)

第38条理事会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければならない。

①日時及ぴ場所

②理事総数、出席者数及び出席者氏名(書面表決者にあっては、その旨を付記すること。)

③審議事項

④議事の経過の概要及び議決の結果

⑤議事録署名人の選任に関する事項

2 議事録には、議長及びその会議において選任された議事録署名人2人以上が署名、押印しなけ

ればならない。

(

(資産の構成)

第39条この法人の資産は、次の各号に掲げるものをもって構成する。

(D 設立の時の財産目録に記載された資産

②入会金及ぴ会費

(3)寄附金品

④財産から生じる収益

⑤事業に伴う収益

(6)その他の収益

第7章資産及び会計



(資産の区分)

第如条この法人の資産は、これを分けて特定非営利活動に係る事業に関する資産及びその他の

事業に関する資産の2種とする。

(資産の管理)

第41条この法人の資産は、代表理事が管理し、その方法は、総、会の議決を経て、代表理事が別

に定める。

(

(会計の原則)

第42条この法人の会計は、法第27条各号に掲げる原則に従って行うものとする。

(会計の区分)

第43条との法人の会計は、これを分けて特定非営利活動に係る事業に関する会計及びその他の

事業に関する会計の2種とする。

(事業計画及び予算)

第U条この法人の事業計画及びこれに伴う活動予算は、代表理事が作成し、総会の議決を経な

ければならない。

(暫定予算)

第45条.前条の規定にかかわらず、やむを得ない理由により予算が成立しないときは、代表理事

は、理事会の議決を経て、予算成立の日まで前事業年度の予算に準じ収益費用を講じることがで

きる。

2 前項の収益費用は、新たに成立した予算の収益費用とみなす。
(

(予備費の設定及び使用)

第46条予算超過又は予算外の支出に充てるため、予算中に予備費を設けることができる。

2 予備費を使用するときは、理事会の議決を経なければならない。

(予算の追加及び更正)

第47条予算議決後にやむを得ない事由が生じたときは、総会の議決を経て、既定予算の追加又

は璽正をすることができる。

(事業報告及び決算)

第48条この法人の事業報告書、活動計算書、貸借対照表及び財産目録等の決算に関する書類は、

毎事業年度終了後、速やかに、代表理事が作成し、監事の監査を受け、総会の議決を経なければ



ならない。

2 決算上剰余金を生じたときは、炊事業年度に繰り越すものとする。

(事業年度)

第49条この法人の事業年度は、毎年4月1日に始まり翌年3月31日に終わる。

(臨機の措置)

第50条予算をもって定めるもののほか、借入金の借入れその他新たな義務の負担をし、又は権

利の放棄をしようとするときは、総会の議決を経なけれぱならない。

(

(定款の変更)

第51条この法人が定款を変更しようとするときは、総会に出席した正会員の4分の3以上の多

数による議決を経、かつ、法第25条第3項に規定する以下の事項を変更する場合、所轄庁の認

証を得なければならない。

①目的

②名称

③その行う特定非営利活動の種類及ぴ当該特定非営利活動に係る事業の種類

(の主たる事務所及ぴその他の事務所の所在地(所轄庁の変更を伴うものに限る。)

⑤社員の資格の得喪に関する事項

(田役員に関する事項(役員の定数に係るものを除く。)

⑦会議に関する事項

(8)その他の事業を行う場合には、その種類その他当該その他の事業に関する事項

(9)解散に関する事項(残余財産の帰属すべき者に係るものに限る。)

(1の定款の変更に関する事項

第8章定款の変更、解散及び合併

(

(解散)

第認条この法人は、次に掲げる事由により解散する。

①総会の決議

(2)目的とする特定非営利活動に係る事業の成功の不能

(3)正会員の欠亡

④合併

⑤破産手続き開始の決定



(6)所轄庁による設立の認証の取消し

2 前項第1号の事由によりこの法人が解散するときは、正会員総数の4分の 3 以上の承諾を得

なければならない。

3 第1項第2号の事由により解散するときは、所轄庁の認定を得なけれぱならない。

(残余財産の帰属)

第認条この法人が解散(合併又は破産による解散を除く。)したときに残存する財産は、法第n

条第3項に掲げる者のうち、この法人の類似目的を有する特定非営利活動法人又は公益財団法

人、学校法人、社会福祉法人に譲渡するものとする6

(
(合併)

第54条この法人が合併しようとするときは、総会に船いて正会員総数の4分の3以上の議決を

経、かつ、所轄庁の認証を得なけれぱならない。

第9章公告の方法

(公告の方法)

第55条この法人の公告は、この法人の掲示場に掲示する。

法第28条の2項1項に規定する貸借対照表の公告についても同様とする。

(

第10章雑則

係韻ID

第56条この定款の施行について必要な細則は、理事会の議決を経て、代表理事がこれを定める。

附則

1 この定款は、この法人の成立の日から施行する。

2 この法人の設立当初の役員は、次に掲げる者とする。

代表理事叶内満

副代表理事高橋謙次

滝川昌毅理事

津藤文人同

呼事 今田智紀

3 この法人の設立当初の役員の任期は、第16条第1項の規定にかかわらず、成立の日から令和



9年9月30日までとする。

4 この法人の設立当初の事業計画及び活動予算は、第"条の規定にかかわらず、設立総会の定

めるところによるものとする。

5 この法人の設立当初の事業年度は、第49条の規定にかかわらず、成立の日から令和8年3月

31日までとする。

6 この法人の設立当初の入会金及び会費は、第8条の規定にかかわらず、次に掲げる額とする。

a)正会員入会金団体 3,000円住年闘分)個人 100円(1年間分)

(2)賛助会員入会金団体 1,500円 a年間分)個人 100円(1年間分)

(
以上、当法人の定款である。

IU形県新庄市十日町2600番地の30

特定非営利活動法人新庄Gla湘 Sports

(

ノ

代表理事叶内満Club



、、

(

役職名

.

イ七表理事

副代表工里事
理事

役員名簿

叶内

高橋
澗H

津藤
今田

氏名

満

謙次

昌毅

文人

智紀

特定ヲレ営利活動法人新庄GM1辺 Sports club

住所又は居所

印甫考)

1 用紙の大きさは、日本産業規格A列4番とする。

2 「氏洛」、「雷行又ほ居Fワテ」、「¥圖の有無」は、全ての役員について言三載する。

3 「氏名」、「住所又1太居所」の欄には、特劇階利活軌足進法施イテ条仔り第3条及び同条g妨趣行規則

第3条に掲げる書面 q主民栗等)'によっd正された辰洛、価祈又1ま居戸折を言己載ずる。

4 「幸鬪の有無」の欄には、建歎の定めに従いま鬪を受ける役員にば「有」、報酬を受けな々岼斐員に

は「無」をZ己入する。

5 役員総数に刻するヰ鬪を受ける役員数(「報酬の有無」欄の「有」の魏の害恰は、 3分の1以下で

なければならない(法第2条第2項第1号口)。

(

J

ま踊州の有無

無
無
無
無
無事監

同



、

1 趣旨

一般財団法人新庄市スポーツ協会の加盟団体である、痢忙モGlanzspottsclub (シンジョウグランツスポーツ

クラフ》は、少ゞデイヒに伴うサッカー競技人口の減少、に件い、.沼田1娠スポーツ少一手団、新庄バリエン<テ凡が合

併し2019年に任意団体として発足、設立から今日までサッカーやフットサルの競技を主体に普及発展、競技会

開イ崔等の活動を行い、新庄市民寒近隣市町村剣主民並びに山形県民の体力向上及ぴ青少年の健全育成に一翼を担

つてまいりました主催する競技会では、参加している選手のみならず、チーム関係者やi呆護者他凱系樹立の交

流の場となっております。

また、令禾f15年度からは、中学生の音伐舌等のナ御弱對テに伴い、賣世歎對丁の受け皿として活動をしております。

地ヨ甥對丁の課題として、複数す市畔tを跨ぐ場合は、市畊寸の支援がな力松力鴾ら才ゾよい媚兄の中で、株式餅士オ

ーシャンレンタカー・トランスオーシャンバス株式餅士とパートづへーシップ協定を結びスポーツ環境の醸成に努

めております。

とれらの取り糸跡は、年r内圏1」を超えた広がりを見せておりサッカーやフットサルを通して、青4嘩の健全

育成や生涯スポーツとしてサッカーやフットサノ↓仂湯&識されつつぁり今後、この罰mを確実に定着させる為には、

スポーツ旛艾の鬮呆・澗甫などのハード的なものにイ并せ、誰もが氣軽に楽しくいつまでもスポーツを楽しめる環

境づくりの推進とともに、選手や審HI、指導者、その他活動を支援ずる方々を含めた人づくりが重要である。

サッか弌,フットサルをとおして地ぬ戈の発展と活幽ヒに貢献したいと興味をもつことよりも先1こ、多くの新庄

市民を中心とした1主民0>参画を受け入れ、しっ力町とし藩且織撫且みが必要であると考えております。

とのようえ趣旨の中で活動するにあたり、1ヨ会劇言用や1専燕夕な企業や行政との連携などの面において任意団

体では限界を感じ、また事業の麹テ上、不特定多数の方が女鰹に参画できるように、サッカーやフットサルお垪

のスポーツの事業も計画し特定非営禾1§舌動法人が勗商であると考え、設立に至りました

以上を踏まえ、ネ餅哉基盤の強化と明確な網墾体制のもと、地戈住民の方々昊瀕撹田体と連携、共同しながら、

主にサッカ〕やフットサノレd)競技を媒体としたスポーツ環境4歴加怯のため、公益的で継続性のあるハード及びソ

フト事業を展開するととで、主にサッカーやフットサルを通して文化、スポ」ツ4)振興、スポ}ツを通したネ絵

教育aオ觸隹を図り、生涯にわたりポーツを楽しめるように環境を整え、豊かなスポーツ文化を醸成し、こどもの

健全育成及び、まちづくりの描隹に寄与することを目的として、朱牧きヲ贈禾嬌軌去人新庄G]a地Spot船Club(シ

ンジョウグランツスポーツクラブ)を設立いたします。

2 申請に至るまでの経過

2019年3月沼田ゴ眠スポーツ少年団、新庄バリエンテFCの団員減少により任竜団体新庄G玲地SCが設立

2019年4月新庄G1囿ZSCとして7般則団法人新庄市スポーツ懐会の加盟

20器年3月山形県中判交体育庫工盟に加盟し、山形県中判交体育連盟主催のサッカー競伎会に参加

0各^i..、q網催に関する事業

G1釦Z・N脚N'鯉の開崔(サッカー競櫛

ペナノレティキ碑斤庄フットサルフェスティバノレの開催(フットサル尭製却

0チ逢尊者、割.11員■體に関する事業

特起F営釆け活動法人山形県サッカー協会劃崔キッズスクール時博尊者通年沙億 1名

山形県中判交体奇車盟サッカー競技審阿員υ臆 1名

(

設 趣

(

一生:
臼臼立



山形県中学佼体育連盟サッカー競獣打人戦割ξ1員,臆 1名
(X也主イ崔運営恊力事業

.特膨仁断1」1舌到去人山形県サッカー協会主催亭業運営協力

、

令手Π7年1月25日に発起人会を開催、令手口7年3月22日に賛同都喋まり叡ゞ既ミ=を開き、特定ヲP断活
法人新庄Glanzsp。rtsC1此(シンジョウグランツスポーツクラブ)を設立すること力§抄証1たしまこ、、
申請いたします。

(

令手Π7年6月之日

備考)

用紙の大きさは、日本産業規格A列4番とする。

特劇,r営利活動法人棄斤庄G1釦Z SP0此S club

設立代表者住所又は居所
氏名叶内満

(

、



、

1 事業実施の方針

,設立当初の事業年度は、以下事業を確実に実施するととを目標にする。

.本法人の事業内容により、多くの市民に知っていただくため、ホームページの開設準備委員会を発足さ

せる

設立当初の事業年度の事業計画書

ぐ

法^立の日から令和8年3月31,日まで

2 事業の実施に関する事項

①特劇夕営利活動に係る事業

事業名
(定款に記載し

た事閑

①スポーツ

(主にサッ

カー、フッ

トサル)の普

及振興事業

特起=営利活動法人新庄G1如Zspoltsclub

(

具体的な事業内容

②スポーツ

(主にサッ

力』一、フッ

トサノレ)の競
メ含、 ノヘト
ユエ

運営に

関する事業

キッズサッカースクールの運営

(A)翫亥事業の
剣商予定日時

⑧当ヨ亥事業の

剣施予定埼町

(C)1建事者'の

予定人数

Φ)新庄最」党
区の幼児・小学

第4 回新庄フットサルフェステ
イノ勺レ

③スポーツ

(主にサッカ

フットサ、

ノレ)の1三導岩'、

割U、その他運
営スタッフの
育成、,臆に関
する事業

④各月の毎週昶琵貸
⑧新庄市立明倫駒園

グラウンド及ぴ体

育館

⑬各日 1名から 2
名

i

Φ)受益文豫
者の範翔

⑧予定人数

山形県中料支体高車盟
サッカー姥支割唄の所誼

Φ)サッカーを
してみたい

幼児から小

学生

(E) 5名チ呈度

事業費の

予算額
(単位:千円)

)令和8年1月17

日(づつ~18日(日)
⑧新庄市体哉官
(C)5名

伍)不特定多数

特定非営利活動法人山形県サッ

カー協会訓崔キッズスクーノレ

,1旨導者通笥、臆

J ④令和7年6月7

細)~8日(勵並

びに6月14日

⑧真劃11総会運動公

園

(の 3名チ刷変

0千円

φ)県内の小学

生

佃 200名

0千円

0千円

φ)中体連に所
属する中学

生

⑧ 184名

不定期開催

すぽーてぃあ等

1名

102千円

仏
田
に



、

山形県サッカー協会主催の各種

大会~刀

④スポーツ

(主にサッカ

フッ,トサ

ノレ)に関する情
報捌共事業

四A制憲§導者'・割慣格
取1昇^

(

5 スポーツ

施設の管理、運

営の受託に関

する事業

ホームペーシ等の「哉融某イ本括用

未定

未定

3名秘変

⑥その他との

法人の目的を

達成するため

に彪要な事業

本年度、本事業は寛恋しない

φ)山形県サッ
カー橘会にに所
属する小学生

不特定多(E)

数

未定

未定

10名程度

②その他の事業

未定
Web

事業名

(定款に記載し

た事掬

本年度、本事業は剣r画しない

φ)資格馴昇希

望者

⑧ 10名ネ呈度

(
勳伝予定なし

(D) wob を閲覧
できる者

佃不特定多
数

0千円

具傑勺な事業内容

0千円

備劫

1 用紙の大きさは、日本産判見格A列4番とする。

2 設立当初の事業甲度の事券1画書及ひ翌事業午度の事業計画耆才、そ才しぞれ卸喋としてイ何貯る。

3 2は、(1)には特起曾営利活動に係る事業、②にはその他の事業について区分を明ら力北してミ諌ける。

4 2①については事業毎に症款の事業瑠、事業内容、実愈予定日時、剣迄予定場所、従事者の予定人数、受

益六腺者の範囲及び予定人数並ぴに事業費の予算額をそ才レぞM三哉す、る。

5 2①のうち「(D)受益ヌ橡者の鯏測、(E)予定人数」の欄には、具イ梯りな受益文d象者及び予定人数を言識司、

る。

6 2②には、定歓ナ{「その他の事業」に関する尊頁を定めているものの、設立当初の事業午疫にその他の事

業を実施する予定がない場合、「封危予定なし」と言陣ける。

100 千円

④当ヨ亥事業の剣値予定部寺

(B)翫亥事業の実施予定場所
(C)1輝:者の予定人数

事業費の
予算額
陣位:千円)

④
⑧
に

④
⑧
⑬

④
⑧
⑬



、

1 事業実施の方針

・以下事業を確実に戴伍することを目標にする。

・本法人の事業内容により、多くの市民に知っていただくため、ホームページを活用する。

令和8年度の事業計画書

(

令和8年4月1日から令和9年3月31日まで

2 事業の剣桓に関する郭頁

①特劇b営利活動に係る事業

事業名
(定款に記載し
た事半J

①スボーツ

(主にサッ

ブJ-、フッ

トサル)の普

及振興事業

特定非営利活動法人新庄Glanzsp0血a此

具イ林勺な事業内容

(

②スポーツ

(主にサッ

カー、フ・

トサノレ)の競

キッズサッカースクールの運営

④当す亥事業の
剣極予定日時

⑧当;亥事業の
剣愈予定卿斤

(C>1延事'者の

予定人数

、

、会

画、運営に

関する事業

第5 回新庄フットサルフェステ

イノ丈ノレ

③スポーツ

(主にサッカ

フットサ

の指導者、ノレ)

審¥"、その1圏軍
営スタッフの

育広斯造に関
する事業

④各男の毎迎卿琵日
⑥新応行立馴兪学園
グラウンド及び体

育館

(の確実 1名から 2
名

Φ)受益対象
者の鮑翔

佃予定人数

山形県中判交体奇車盟
サッカー競技審判員の拠韻

Φ)サッカーを

してみたい

幼児から小

事業費の

予算額
(判立:千円)

④令和9年1月中旬
⑧痢a主市体哉官
(C)5名

山形県サッカー協会主催の各種

大会<の

5名程風、

ⅡA制越肆尊者'・割ξU資格
動昇事業

0千円

Φ)県内のノ」学

生

⑧ 200名

0千円

未定

末定
3名ネ呈度

未定

未定
3名稠窒

φ)中体連に所

属する中学生
(E)ラ長定

102千円

末定

末定

10名稠妾

φ)山形県サッ
カー協会にに所

属するノ↓、学生
伍)不朱跿多
数

ノ

0千円

Φ)資格馴与希
者

10名程度⑧

0千円

1
 
B
 
C

仏
佃
⑥

④
ω
伯



④スポーーツ

(主にサッカ

フットサ、

ノレ)に関する情
報捌共事業

、

事業費の

予算額
陣位.千円)

5 スポーツ

力極設の管理、運

営の受託に関

する事業

ホームペーご凖の情報媒伽舌用

⑥その他この

法人の目的を

逹成するため

に必要な事業

(

本年度、本事欝ネ勳毎しない

②その他の事業

未定

Web

本年度、本事業は実施しない

事業名

(定款に記載し

た事狛

φ) wob を閲覧

できる者

⑧不特定多
数

実施予定なし

具傑勺な事業内容

(

0千円

W当i亥事業の実施予定日時
⑧当1郷業の実施予定場所
(の従事者の予定人数

印菊考)

1 用紙の大きさは、日本産業規格A列4番とする。

2 設立当初の事業年度の事蕪・1・画書及び翌事業年度の事業き1画書は、そ才レぞれ牙1喋として作成ずる。

3 2は、①には特劇k断lj活動に係る事業、②にはその他の事業について区分を明らかにして言E哉小る。

4 2の①については事業毎に定款の事業名、事業内容、戴極予定日隱剣缶予定場所、1延:事窄・の予定人数、

受益対象者の範囲及び予定人数並て凡こ事業費の予算額をそ才しぞ才曙蘇ける。

5 2のa)のうち「Φ)受撒橡者の^圏、⑧予定人数」の欄には、具イ梯りな受益対象者及び予定人数を翫夕哉中

る。

6 2の②には、定款上、「その他の事業」に関する事項を定めているものの、殷立当初の事業牢度にその他の

事業を実施する予定がない場合、「熟極予定なし」と記載する。

④
⑧
◎



、

1 経吊収益
1'受取会費
正会員受取会費
賛助会員受取会費

2'受取寄附金
受取寄附金
施設等受入評価益

3,受取助成金等
受取民間助成金

4.事業収益
新庄フットサルフェスティバル

5.その他収益
受取利息
雑収益

経常収益計

^,
.^

^

科目

法人成立の日から令和8年3月31日まで
特定非営利活動法人

(

の "、、

宝

特定非営利活動に
係る事業

^

Ⅱ経常費用
1.事業蜜
0)人件費
給料手当
法定福利費
退職給付費用
福利厚生費

人件費計
〔2)その他経費
会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
支払利息
消耗晶費

その他経費計
事業費計
2'管理費
0)人件費
役員報酬
給料手当
法定福利費
退職給付費用
福利厚生費

人件費計
住)その他経費
会議費
旅費交通費
減価償却費
支払利息、

その仙経費計
管理費計
経常費用計

゛

生:

3,印0

3,500

100,000

100,000

その他の事業

新庄凪a叱 SPOTts club
(単立:円)

(

0

108,000

108,000

A計

0

0

2H,500

0

0

0

0

Ⅲ経常外収益
1.園定資産売却益

常夕収益計

211 500

102,000

102,000

102,000

、

'期,、常減額

Ⅳ経吊外費用
1.過年度損益修正損

経常外費用計

0

当期正n 財産減
設立時正味財産額
炊期繰越正味財産額

0

0

102,000
09 500

0

0

109,500

109,500

0

109,500
0

109 500

40

102 000

109, 500

=
、
.二.

一

二

畠

0
0

0
0

0
 
0
 
0

0

0
 
0
 
0

0

0
 
0

0
 
0

0
 
0

0
 
0



、

1 経収益
1,受取会費
正会員受取会費
賛助会員受取会費

2'受取寄附金
受取寄附金
施設等受入評価益

3,受取助成金等
受取民間助成金

4 事業収益
新庄フットサルフェスティバノレ

5.その他収益
受取利懲、
雑収益

常収益計

科目

令和8年4月1偶から令和9年3阿31日まで
特定非営利活動法人

(

巨

特定非営利活動に
係る事業

Ⅱ経吊・用
1,事業費
ω人件費
給料手当
法定福利費
退職給付費用
福利厚生費

人件費計
化}その他経費
会議費
旅費交通費
施設等評価饗用
減価償却聾
支払利息
消耗品費

その他経費計
事業費哥
2.管理費
0)人件費
役員報酬
給料手当
法定福利費
退職給付費用
福利厚生費

人件費計
他)その他経費
会議費
旅費交通費
減価償却費
支払利息、

その他経費計
管理費計
経常費用計

3,500

3,500

100,000

100,000

その他の事業

新庄Gla肌 Sports C1此
単位:円)

(

0

108,000

108,000

合計

0

0

211,500

0

0

0

0

Ⅲ生常外収益
1.固定資産売却益

経常外収'計

211,500

102,000

102,000
102,000

当,,

Ⅳ経常外'用
1 過年度損益修正損

経常外費計

0

゛丘、
額

当期正味財産増1 額
前期繰越正味財産額
次期繰越正味財産額

0

0

0

102 000

109

0

0

0

109,500
109,500
219,000

1

42

102 000

109,500

0

゛

109,500
109,500
219,000

圭、三
・
',工

0
0
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0
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